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平成 24 年度小矢部市人事行政の運営等の状況 

 

 小矢部市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 17 年小矢部市条例第２号）第６条

の規定に基づき、平成 24 年度における小矢部市人事行政の運営等の状況について、次のとおり公

表します。 

 なお、一部項目については、平成 25 年４月１日現在の状況等を公表します。 

 

  平成 25 年 10 月 31 日               小矢部市長 桜 井 森 夫    

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員数の状況（各年４月１日現在）                  （単位：人） 

部門 区  分 
職 員 数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平 成 24 年 平 成 25 年 

一

般

行

政

部

門 

議 会 5 5 0  

総務企画・税務 70 70 0  

民生・衛生 96 96 0  

商工・労働 9 10 1 事務事業の見直し、欠員補充 

農 林 水 産 15 15 0  

土 木 15 15 0  

小 計 210 211 1  

政
部
門 

特
別
行 

教 育 27 25 △2 欠員不補充 

消 防 0 0 0  

小 計 27 25 △2  

会

計

部

門 

公
営
企
業
等 

水道・下水道 13 13 0  

そ の 他 8 8 0  

小 計 21 21 0  

合     計 258 257  △1  

※ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを 

含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 
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（２）定員適正化計画 

   市では簡素で効率的な行政を推進するため、平成16年度に策定した定員管理計画を見直し、

新たな定員管理計画を平成 22 年度に策定し、職員数の抑制に努め、適正な定員管理を行って

います。 

  ①定員適正化の目標 

    小矢部市行財政改革大綱において平成 17 年度から 10 年後の平成 26 年度に定数内職員数

300 人体制を定員管理の数値目標に掲げ、これを受け、小矢部市職員定員管理計画は、平成

17 年度から平成 22 年度までの６年間の計画を策定し、54 人の削減を計画し,これを 13 人上

回る 66 人の削減を実施しました。 

    今後は、平成 22 年度に策定した「新たな定員管理計画」に定めた目標職員数 250 人 

（平成 26年 4月 1 日現在）を目指し、引き続き職員数の適正化を図ります。 

 

  ②定員管理計画の進捗状況（定数外職員を含む）     （各年４月１日現在） 

 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 計 

定員管理計

画 目 標 値 

  261 人 259 人 

 

257 人 256 人  

職 員 数 304 人 260 人 258 人 257 人 -人  

対 前 年 比 (基準) △44 人 △2 人 △1 人 -人 △47 人 

 

  ≪前回の定員管理計画の実績（定数外職員を含む）≫   （各年４月１日現在） 

 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 計 

目 標 値  362 人 358 人 348 人 332 人 321 人 316 人  

職 員 数 370 人 362 人 355 人 338 人 319 人 306 人  304 人  

対 前 年 比 (基準) △8 人 △7 人 △17 人 △19 人 △13 人 △２人 △66 人 

  ③適正化の手法 

   ・組織の統廃合 

   ・事務事業の見直し 

   ・指定管理者制度及び民間委託の推進 等 

 

（３）採用の状況（平成 24 年度） 

  ①市長部局等 11 名採用（競争試験 11 名） 

  ※ 「市長部局等」には市長部局、教育委員会、議会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局、

公営企業を含みます。（以下同じ） 

 

（４）昇任の状況（平成 24 年度） 

  ①市長部局等 

   一般職員 26 名（部長：０名、次長：１名、課長：５名、課長補佐：５名、 

主査：10名、主任：５名） 

  ※（ ）内は昇任後の階層等毎に分類したもの 
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（５）退職の状況（平成 24 年度） 

  ①市長部局等  16 名退職 

 

２ 職員の給与に関する事項 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 

住民基本 

台帳人口 

(H25.3.31) 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

(Ｂ／Ａ) 

（ 参 考 ） 

23 年度の

人件費率 

24 年度 
人 千円 千円 千円 ％ ％ 

31,838 14,351,085 393,472 1,933,726 13.5 13.7 

  ※１ 普通会計とは、公営企業を除く市事業全般を行うための会計をいいます。 

※２ 人件費には、一般職員、幼稚園の教員に支給される給与・共済費及び市長・議員等に支給さ

れる給料・報酬等を含みます。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給  与  費 一人当たり 

給与費 

(B/A) 給 料 職員手当 
期末・勤勉 

手当 
計 Ｂ 

25 年度 
人 千円 千円 千円 千円 千円 

229 880,406 147,912 316,598 1,344,916 5,873 

  ※１ 職員手当には、退職手当を含みません。 

  ※２ 給与費は、当初予算に計上された額です。 

 

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成 25年４月１日現在） 

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 315,841 円 373,630 円 43.6 歳 

技能労務職 294,414 円 300,293 円 53.3 歳 

  ※１ 「一般行政職」とは、税務職、看護・保健職、福祉職、企業職、教育職を除く職員です。（以

下同じ） 

  ※２ 平均給与月額とは、給料月額に扶養手当、住居手当、通勤手当、管理職手当、時間外勤務手

当等の諸手当を加えたものの平均月額です。 

 

（４）職員の初任給の状況（平成 25 年４月１日現在） 

区   分 
小矢部市 富山県 

決定初任給 決定初任給 

一  般 

行 政 職 

大学卒 172,200 円 178,800 円 

高校卒 140,100 円 144,500 円 
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（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 25 年４月１日現在） 

経験年数 

区分 
10 年以上 15 年未満 15 年以上 20 年未満 20 年以上 25 年未満 

一 般 

行 政 職 

大学卒 266,400 円 309,100 円 351,100 円 

高校卒         該当なし 243,100 円 該当なし 

技 能 

労 務 職 

高校卒   該当なし   該当なし 277,200 円 

中学卒 該当なし    該当なし     該当なし 

  ※ 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数を 

いうものです。 

 

（６）一般行政職の級別職員数の状況（平成 25年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

計 
標準的な 

職務内容 

主事 

技師 

主事 

技師 
主任 主査 課長補佐 課長 

部長 

次長 

職員数 
人 人 人 人 人 人 人 人 

19 26 36 21 19 18 10 149 

構成比 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

12.75 17.45 24.16 14.10 12.75  12.08 6.71 100 

  ※１ 小矢部市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

※２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

 

（７）職員手当の状況 

区 分 小 矢 部 市 富  山  県 

期末手当 

勤勉手当 

(平成 24 年度支給割合) (平成 24 年度支給割合) 

 期末手当 勤勉手当  期末手当 勤勉手当 

 6 月期 1.225 月分 0.675 月分  6 月期 1.225 月分 0.675 月分 

12 月期 1.375 月分 0.675 月分 12 月期 1.375 月分 0.675 月分 

計 2.60 月分 1.35 月分 計 2.60 月分 1.35 月分 

職制上の段階、職務の 
有 

職制上の段階、職務の 
有 

級等による加算措置 級等による加算措置 

  ※ 期末手当の月数は給料及び扶養手当を基礎とする月数をいい、勤勉手当の月数は給料を基礎

とする月数をいいます。 
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区 分 小 矢 部 市 富  山  県 

退職手当 

(平成 25 年４月１日支給率) (平成 25 年４月１日支給率) 

 自己都合 勧奨・定年  自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 23.03 月分 28.7875 月分 勤続 20 年 23.03 月分 28.7875月分 

勤続 25 年 32.83 月分 38.955 月分 勤続 25 年 32.83 月分 38.955 月分 

勤続 35 年 46.55 月分 55.86 月分 勤続 35 年 46.55 月分 55.86 月分 

最高限度額 55.86 月分 55.86 月分 最高限度額 55.86 月分 55.86 月分 

その他加算措置 定年前早期退職特例

措置（２％～20％加算） 

その他加算措置 定年前早期退職特例

措置（２％～20％加算） 

 自己都合 勧奨その他  

1 人当たり 
3,713 千円 22,811 千円 

平均支給額 

※ 退職手当の 1人当たり平均支給額は、平成 24年度に退職した全職種に係る職員に支給された

平均額です。 

 

特殊勤務手当 

(平成 24 年度) 

区   分 全 職 種 

職員全体に占める手当支給職員の割合 10.4 ％ 

支給対象職員１人当たり平均支給年額 8,615 円 

手当の種類（手当数） ８ 種類 

代 表 的 な

手 当 の 

名 称 

支給額の多い手当 
牧野作業手当 

市税等徴収手当 

多くの職員に支給されている手当 
市税等徴収手当 

社会福祉業務手当 

 

 

時 間 外 

勤 務 手 当 

平成 24 年度 
支 給 総 額 52,955 千円 

職員１人当たり支給年額 317 千円 

平成 23 年度 
支 給 総 額 39,106 千円 

職員１人当たり支給年額 238 千円 

   ※ 平成 24 年度職員１人当たり支給年額 

     ＝       平成 24 年度支給総額（普通会計） 

        平成 24年４月１日職員数（管理職を除く普通会計職員） 
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（８）特別職の報酬等の状況                （平成 25 年４月１日現在） 

区    分 給料・報酬月額 区    分 平成 24 年度支給割合 

給 料 

市 長 830,000 円 

期末手当 

市 長  

 

６月期 １．４０月分 

１２月期 １．５５月分 

  計  ２．９５月分 

副市長 710,000 円 副市長 

教育長 610,000 円 教育長 

報 酬 

議 長 445,000 円 議 長 

副議長 390,000 円 副議長 

議 員 360,000 円 議 員 

 

区 分 内     容 
県の制度 

との異同 
富山県の制度と異なる内容 

扶養 

手当 

 

(1)配偶者  13,000 円 

(2)配偶者以外 

 ①１人につき6,500円(職員に配偶者

がない場合は、そのうち１人につ

いて、11,000 円) 

 ②満 16歳年度初めから満 22 歳年度

末までの間にある子１人につき、

5,000 円を加算 

異なる 

〇県の制度 

 

(2)配偶者以外 

 

 

 

 ②満 16歳年度初めから満 22 歳年度

末までの間にある子１人につき、

5,200 円を加算 

住居 

手当 

 

(1)借家等 

 ①家賃 23,000 円以下の場合 

  家賃－12,000 円 

 ②家賃 23,000 円を超える場合 

  11,000円＋(家賃－23,000円)／２ 

  (最高限度額 27,000 円) 

(2)自宅 なし 

異なる 

〇県の制度 

(1)借家等 

 ①家賃 20,000 円以下の場合 

  家賃－9,000 円 

 ②家賃 20,000 円を超える場合 

  11,000円＋(家賃－20,000円)／２ 

  (最高限度額 27,000 円) 

(2)自宅 2,000 円  

通勤 

手当 

 

(1)交通機関利用職員 

 6 箇月定期券等の価額による一括支給 

全額支給限度額 １箇月当たり 55,000 円 

(2)交通用具使用職員 

 距離段階区分に応じ 2,000 円～24,500 円 

異なる 

〇県の制度 

 

 

 

(2)交通用具使用職員 

距離段階区分に応じ 2,000 円～34,750 円 

（平成 25年４月１日現在）
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件 

（１）勤務時間の状況 

   平成 25 年４月１日現在の勤務時間は原則として次の表のとおりです。 

勤 務 時 間  ８：３０～１７：１５ 

休 憩 時 間 １２：００～１３：００ 

    ※１ 公務の運営上の事情により特別な形態によって勤務する必要がある職員（各種施設

等）は、上記以外の勤務時間の割振りによります。 

    ※２ 職員の健康及び福祉に重大な影響を及ぼすと認めるときその他職員に特別な事情があ

ると認めるときは、職員の申し出により、休憩時間を 45 分以上１時間未満とすることが

できます。 

 

（２）休暇、休業制度の取得状況 

   職員の休暇、休業制度については、小矢部市職員の勤務時間、休暇等に関する条例、規則

に基づいて定められており、主な休暇、休業制度の状況は次のとおりです。 

区 分 
休暇(休業)期間等 

（１年あたり） 

平成 24 年の取得状況 

市長部局等 

年次休暇 ２０日 平均 5.7 日 

夏季休暇 ５日以内 平均 3.7 日 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ休暇 ５日以内 取 得者 0 人 

子の看護休暇 ５日以内 取 得者 0 人 

育児時間 １日を通じて９０分以内 取 得者 0 人 

病気休暇 原則、９０日以内 取 得者 6 人 

介護休暇 ６月以内 取 得者 0 人 

育児休業 
子が３歳に達する日までの期間 取 得 者 

 
5 人 

部分休業 

子が小学校就学の始期に達するまでの

期間で、始業時又は終業時、１日を通

じて２時間以内 

取 得者 

 
0 人 

育児短時間 

勤 務 

子が小学校就学の始期に達するまでの

期間で、希望する勤務形態を選択 
取 得者 0 人 

自己啓発等 

休 業 

在職期間、勤務成績等の条件を満たす

職員で、３年以内 
取 得者 0 人 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分の状況 

   平成 24 年度の分限処分の状況は、次の表のとおりです。 

区 分 降 任 免 職 休 職 降 級 合 計 

市長部局等 ０人 ０人 ３人 ０人 ３人 

   ※ 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職責

を十分に果たすことができない場合に行われる、職員の意に反する不利益な身分上の変動

をもたらす処分のことをいいます。 

 

（２）懲戒処分の状況 

平成 24 年度の懲戒処分の状況は、次の表のとおりです。 

 区 分 戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

市長部局等 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

   ※ 懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の義務違反など、公

務員としてふさわしくない非行がある場合に行われる処分のことをいいます。 

 

５ 職員の服務の状況 

（１）職務専念義務免除の状況 

   平成 24 年度の職務専念義務免除の状況は、次の表のとおりです。 

免 除 の 事 由 承認件数 

研修を受ける場合 0 件 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 32 件 

その他任命権者が特に必要と認める場合 5 件 

合    計 37 件 

   ※ 市職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中において、職務

に専念する義務がありますが（地方公務員法第 35 条）、合理的な理由がある場合は、限定

的にその免除が認められています。 
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（２）営利企業等従事許可の状況 

   平成 24 年度の営利企業等従事許可の状況は、次の表のとおりです。 

許 可 の 基 準 許可件数 

次のいずれにも該当しないと認める場合 

①その職員の職と当該営利企業との間に特別な利

害関係又はその発生のおそれがある場合 

②職務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

③その他公務員として適当でないと認められる場合 

14 件 

   ※ 市職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的と

する会社その他の団体の役員その他人事委員会規則で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利

を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはなら

ない（地方公務員法第 38 条）とされており、上の表の基準を満たしている場合に、例外的

に許可を受けることができます。 

６ 職員の研修の状況 

  平成 24 年度の職員の研修の状況については、次の表のとおりです。 

 市長部局等 

区分 研修名 修了者数 開催期間 

一般研修（階層別研修） 現任課長研修 1 2 日間 

新任所属長研修 3 2 日間 

新任主幹研修 6 2 日間 

現任係長研修 6 3 日間 

新任係長研修 7 3 日間 

人事評価者研修 94 3 時間 

中堅職員継続課程研修 1 2 日間 

中堅職員基礎課程研修 3 2 日間 

法制執務研修 7 2 日間 

新任職員研修 11 2 日間 

新任職員研修【前期】 12 4 日間 

新任職員研修【後期】 11 3 日間 

 

区分 研修名 修了者数 開催期間 

一般研修（専門研修） 

 

人権啓発研修 23 3 時間 

接遇研修（小矢部市） 176 3 時間 

接遇研修（砺波地域都市職員研修協議会） 9 3 時間 

管理者（特別）研修 3 1.5 時間 

ロジカルシンキング入門研修 2 1 日間 
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目標管理による人材育成研修 1 1 日間 

課題発見・分析力向上研修 2 1 日間 

公会計制度実務研修 3 2 日間 

パソコン研修 

(Access･Excel･Power Point) 
5 1 日間 

技術職員研修 10 1.5 時間 

 

区分 派遣機関、研修名等 修了者数 開催期間 

派遣研修 市町村職員中央研修所 

（市町村アカデミー） 

市町村税徴収事務 1 9 日間 

固定資産税課税事務（家屋） 1 9 日間 

財政運営 1 9 日間 

ブラッシュアップ女性リーダー 1 7 日間 

観光戦略の実践と地域ブランド創造 1 7 日間 

全国市町村国際文化研

修所（国際アカデミー） 

自治体の財源確保 1 3 日間 

法令実務Ａ 1 4 日間 

固定資産税課税事務（土地） 1 9 日間 

金沢市職員研修所 異業種交流研修 1 2 日間 

社会福祉法人  

全国社会福祉協議会 
社会福祉主事資格認定通信課程研修 1 4 日間 

行政視察研修 富山市（富山県広域消防防災センター） 3 1 日間 

北海道小樽市、函館市、北斗市 1 3 日間 

鳥取県米子市、倉吉市、境港市、 

島根県原子力防災センター 
1 3 日間 

兵庫県三田市、南あわじ市、香川県丸亀市 1 3 日間 

富山市、新潟県柏崎市、長岡市、小千谷市 1 2 日間 

三重県伊賀市、桑名市 1 2 日間 

特別派遣研修 

（チャレンジ研修） 

防災計画・応急対策見直しの実務 1 2 日間 

公衆衛生事業部全国研修会 1 2 日間 

優良施設等県外視察研修会 1 2 日間 

職員研修をめぐる実務と法律講座 1 2 日間 

先進地視察 1 1 日間 

発達協会セミナー 1 2 日間 

健康教育実践セミナー 1 2 日間 

マニュアル作成研修 3 1 日間 

耐震シェルター等設置支援事業に係る 

先進地視察 
1 1 日間 

保健師管理能力育成研修 1 2 日間 

 



－11－ 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の安全衛生関係及び利益の保護の状況 

   労働安全衛生法に基づき、各種健康診断を実施しています。 

○ 健康診断実施状況 

・平成 24年度 決算額 １，３７９千円  

健康診断名称 対象者 実績等 

定 期 健 康 診 断 全職員 ３２４人 

特 殊 健 康 診 断 石綿取扱作業者 ４人 

 

 ○メンタルヘルス対策、過重労働による健康障害防止対策 

  ・平成 24 年度 決算額  ３４３千円 

区分 内容 実績等 

メンタルヘルス対策 ストレスチェック診断（全職員対象） 234 人 

 

（２）厚生制度 

  職員の勤務能率の向上や元気回復などを目的として、職員の掛金によって運営する互助会

が主体となって厚生事業を行っています。 

○小矢部市職員互助会による職員に対する厚生事業 

  ・平成 24 年度 決算額    ２，２７５千円（公費負担率 0％） 

  ・会員掛金         給料月額 × ０．２％ × １２月 

 

 ・会員掛金で運営している事業 

事業名称 事業概要、対象者 内 容 実 績 

結婚祝金 結婚した者 ５０，０００円 ６人 

出産祝金 出産した者（妻が出産した者含） ３０，０００円 １２人 

香典＋花輪 配偶者が死亡した者 ３０，０００円＋花輪 ０人 

花輪 同居の家族等が死亡した者 花輪 １３人 

病気見舞金 １週間以上の入院等のとき １０，０００円 １０人 

退職記念品 退職者 ギフトカード   

別途計算 

１８人 

永年勤続記念品 勤続３０年及び２０年の者 

ギフトカード   

３０年：５万円  

２０年：３万円  

１５人 

クラブ活動助成金 クラブ活動の運営助成 別途計算 ８クラブ 

人間ドック助成金 人間ドック利用者 ５，０００円限度 ７人 

通信教育助成金 通信教育修了者 ３，０００円 ２人 
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（３）共済制度 

  職員の共済組合制度は、地方公務員等共済法に基づき、組合員（職員）とその家族の生活

の安定と福祉の向上を図り、職務の能率的運営に資することを目的として富山県市町村職員

共済組合が事業を実施しています。 

 

○共済組合の事業 

  ・共済組合には、法令に基づき、負担金として、平成 24 年度負担金 ２９６，６２５千円

支出しています。 

 

短期給付事業…組合員とその家族の病気・けが・出産に対して必要な給付を行うもの。 

 

長期給付事業…組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行うもの。 

 

福祉事業  …組合員とその家族の健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の

貸付けなどを行うもの。 

 

 

 

８ 勤務条件に関する措置の状況 

   なし 

 

 

９ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

   なし 

 


